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３．子育て支援住宅整備に当たっての鳩山町の課題 

 

(1) 法制度及び交通アクセスなどの課題                         

 

①法規制上の課題 

北部地域は、全域が市街化調整区域かつ農業振興地域に指定されており、主要な道路及

び河川沿いに広がるまとまった農地が農用地に指定されている。 

したがって住宅系の開発行為が許可されるのは、原則として図示の都市計画法第 34条第

11 号指定区域内に限定される。 

なお、国による町内の地価調査点は４地点あるが、何れも年々下落を続けている。 

 

【都市計画法第 34 条第 11 号区域図（薄緑色部分）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北部地域 

亀井小学校 



 29 

【都市計画法第 34 条第 11 号区域の概要と開発条件】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北部地域 

亀井小学校 

鳩山-1 

鳩山-2 

鳩山-3 

鳩山 10-1 

    

 

 

 

 

 

※第二種低層住居専用地域と同じ扱い 

 

【立地可能な建築物】 

・原則として、建築できる建築物の高さは、10ｍ以下のもの（≒3 階建て以下） 

【建ぺい率／容積率】 

・50％／100％ 

【最低敷地面積】 

・原則として１区画 300 ㎡以上 

 

＜都市計画法第 34 条第 11 号区域とは＞ 

町が条例で指定した、「市街化区域と一体的な日常生活圏を構成していると

認められる地域」であって概ね 50以上の建築物が連たんしている地域をいう。 

鳩山-1 鳩山-2 鳩山-3 鳩山10-1

市街化区域 市街化区域 市街化区域 市街化調整区域

第二種低層住居 第一種中高層 第一種住居

Ｈ１９ ５２，１００円／㎡ ４４，５００円／㎡ ３８，９００円／㎡ ２４，４００円／㎡

Ｈ２０ ５１，６００円／㎡ ４４，０００円／㎡ ３８，４００円／㎡ ２４，０００円／㎡

Ｈ２１ ４９，８００円／㎡ ４２，４００円／㎡ ３７，０００円／㎡ ２３，１００円／㎡

Ｈ２２ ４７，３００円／㎡ ４０，０００円／㎡ ３５，１００円／㎡ ２２，０００円／㎡

Ｈ２３ ４５，５００円／㎡ ３８，６００円／㎡ ３３，９００円／㎡ ２１，２００円／㎡

基準地

【地価の推移（国土交通省地価公示）】
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鳩山町役場

埼玉医大

①①①①デマンドデマンドデマンドデマンドタクシータクシータクシータクシー

（町内エリア便）（町内エリア便）（町内エリア便）（町内エリア便）

町内を区域運行

①‘①‘①‘①‘デマンドデマンドデマンドデマンドタクシー（埼玉医大便）タクシー（埼玉医大便）タクシー（埼玉医大便）タクシー（埼玉医大便）

町内を区域運行し、埼玉医大間を往復

亀井地区

今宿地区

高坂駅

北坂戸駅

坂戸駅

ニュータウン地区

高坂駅～鳩山ニュータウン～にっさい花みずき線

坂戸駅～大橋線

北坂戸駅～入西団地～北坂戸駅線

②町内循環バス

（ニュータウンコース）

②‘町内循環バス

（ニュータウン・石坂コース）

②交通アクセスの課題 

鳩山町の主要なバス路線は、坂戸駅～大橋、高坂駅～ニュータウンの２路線であり、町

内循環バスを含め、北部地域にはバス路線がない（大橋バス停が起終点）。 

一方、町民のきめ細かな移動需要に対応するため、平成 21 年からデマンド交通（予約制

の乗合タクシー）を運行しており、徐々に利用者は増えている。 

 

【鳩山町の公共交通網（平成 23 年９月現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【デマンド交通】               【循環バス】 

 

 

■デマンド交通の１日平均利用者数推移（人/日） 

年度平均 医大便 町内便 計 

21 年度  10.9 13.4 24.4 

22 年度  20.4 36.4 56.7 

23 年度（4～1月） 21.7 48.1 69.8 

※四捨五入の関係で合計が一致していない。 

亀井小学校 

大橋バス停 

１・３号車 ２号車 
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(2) 付加価値及び入居見込（魅力度）などの課題                    

 

子育て支援住宅を整備しても、北部地域が抱える課題（特に生活利便性）を踏まえると、

新たな子育て世代の転入が見込めるものではない。 

したがって住宅のみではなく、子育てをする住環境としての魅力づけ、付加価値づけを

行い、ソフト面及びハード面の両面から受け皿づくりをしていくことが必要である。 

また、町全体に魅力がなければ“住みたい”という需要に結びつかない。したがって地

域としてのイメージアップや魅力づくりもあわせて進めていくことが重要である。 

以下に、「意識調査の結果と考察」にもとづき地域の魅力づくりへ向けた課題を再掲する。 

 

【地域の魅力づくりへ向けた課題（再掲 12Ｐ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 事業費及びランニングコストにおける課題                       

 

本計画における付加価値型「子育て支援住宅」については、町営住宅として整備するく

らいであるが、新規に用地を取得し、住宅を建設するには相当の費用を要することとなる。 

町の財政が厳しい中、町費のみで事業を実施することは限界があるため、できるかぎり

助成制度の活用が望まれる。 

一方、住宅整備後の維持管理についても相当の費用が見込まれることとなるため、数十

年に渡るランニングコスト面の財政負担も考慮しなければならない。 

特に、他都市の事例からもわかるとおり、家賃については通常の公営住宅よりもさらに

安い金額を設定することとなるため、家賃収入は少なくなることも考慮せねばならない。 

さらに本計画の要点となる「付加価値」づくりに関する費用についても留意が必要であ

る。 

 

【町営住宅に関する事業費目】 

 

 

●測量・地盤調査費 

●計画策定費 

●基本設計費 

●実施設計費 

●用地取得費 

●造成費 

●住宅建設費 

◎付加価値に関する整備費用 

①安全に歩ける道路環境（歩道整備等）の整備促進 

②子育て終了後も地域に住み続けてもらえるような工夫（仕組み）づくり 

③鳩山オリジナルの名産品の開発 

④人を集めるための雇用の創出（子育てに協力的な企業の誘致） 

⑤結婚適齢期世代の結婚促進と出生率の向上のための仕組みづくり 

⑥既存施設を活用した魅力づくり（建物施設、公園等のリニューアル） 

⑦“地震に強いまち”であることをアピール 

⑧デマンドタクシーのＰＲと利用促進 

●住宅修繕費 

●住宅の維持管理に関する人件費 

●入居者管理（家賃収受、入退去）に関する人件費 

◎付加価値に関する維持管理費用 


